
2,296,014 人

2,263,894 人

1.4 ％ 人 人

326.44 ㎡ 人 人

7,034 人 ％ ％

決 算 額

505,614,227

6,405,568

942,863

2,967,003

3,066,360

50,333,509 構成比

80,104 88.3 旧 新 産 ×

-                       88.3 旧 工 特 ×

2,452,039 44.8 低 開 発 ×

13,457,388 0.7 旧 産 炭 ×

1,221,054 30.7 山 振 × (b)/(a)
7,593,140 2.2 過 疎 × 3,159

6,858,336 11.2 首 都 × 3,087

734,462 39.5 近 畿 × 3,359

342 中 部 ○

594,133,255 財政健全化等 × 3,733

915,690 0.4 指数表選定 ○ -

7,729,397 3.6 財 源 超 過 × 3,202

36,632,929 - 103.5

7,044,524 -

161,325,191 - 議員公務災害 × × 1 4,400

7,449 11.7 非常勤公務災害 × × 3 8,868

47,785,794 11.7 退 職 手 当 × × 1 5,697

6,969,728 - 事務機共同 × × 1 10,413

622,718 3.1 税 務 事 務 × × 1 9,163

7,788,562 8.6 老 人 福 祉 × × 73 8,415

6,531,500 - - - 伝 染 病 × ○

118,819,000 - -

62,202,000 - - -

100.0

22,000,000

1,058,507,737

160,544,118

108,641,263

276,573,822

143,542,616

元 金 118,925,776

利 子 24,614,974

1,866

580,660,556

87,167,676

23,456,508

101,502,348

4,545,503

80,311,394

6,246,096

84,718,667

- 経常経費充当一般財源等計

82,874,024 千円

2,805,612 合 計

82,874,024 下 水 道

32,647,579 ％ ％ 交 通

42,940,365 病 院

- 宅地造成 99.3 99.6 99.1

- 国民健康保険 98.8 99.5 98.5

1,046,937,269 千円 そ の 他 99.7 99.7 99.5

　１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
　２．産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。
　３．本資料は、総務省が公表した平成26年度決算状況の様式を基に、平成27年度決算状況を速報として名古屋市が取りまとめた。様式や数値は、今後変動する場合がある。

（注）　
（名古屋市作成）

一

般

職

員

等

ラ ス パ イ レ ス 指 数

99.5

歳 出 合 計 100.0 641,546,161 652,777,474 52,547,156 273 純 固 定 資 産 税 99.8

合 計 99.7

85 市 町 村 民 税- - 歳 入 一 般 財 源 等 27,090,775 国 庫 支 出 金

会

計

の

状

況

国
民
健
康
保
険
事
業

実 質 収 支

保 険 給 付 費

2,283,000

災害復旧事業費 - - 1,084,862
被保険者
1人当たり

保険税（料）収入額 100  
計

 
・

 
現
年

徴
収
率

失業対策事業費

10,294,780

う ち 単 独 4.1 20,351,464 （減収補塡債(特例分)及び
臨 時 財 政 対 策 債 除 く ）

5,916,398 被 保 険 者 数 （ 人 ） 538,298 土 地 開 発 基 金 現 在 高 2,283,000

101.4 29,928,134 加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ） 341,213 収 益 事 業 収 入 10,410,737
内

訳

普通建設事業費 7.9 23,157,421 経 常 収 支 比 率 35,985,323

う ち 補 助 3.1 2,084,877 97.5

-158,763 そ の 他 46,450,195 32,609,179

再 差 引 収 支 -10,986,758 実 質 的 な も の -                        -

23,157,421 566,137,993 保 証 ・ 補 償 -                        -

う ち 人 件 費 0.3 2,488,074 公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

152,552,648

1,596,675,946

前年度繰上充用金 - - 債

務

負

担

行

為

額

(

支

出

予

定

額

)

物 件 等 購 入 142,604,502 74,386,246

投 資 的 経 費 7.9

1,046,937,269 100.0 82,874,024 641,546,161 地 方 債 現 在 高 1,539,952,170

- 特 定 目 的 22,095,833 20,027,163

投資・出資金・貸付金 8.1 2,652,934 154,003 0.0 歳 出 合 計

10,191,337 8,899,957

積 立 金 0.6 5,167,687 - - 前年度繰上充用金 - -

10,918,025 14,513,415

繰 出 金 7.7 68,256,955 53,938,332 9.3 諸 支 出 金 29,928,134 2.9

143,962,136 13.7 - 124,398,866
積 立 金
現 在 高

財 調

- 27,893,782 減 債

-

うち一部事務組合負担金 0.4 4,545,503 4,399,458 0.8 公 債 費

- - - 将来負担比率（％） 147.4 153.9

実質公債費比率（％） 12.7 13.0

補 助 費 等 9.7 95,948,612 74,135,763 12.8 災害復旧費 -

- 

維 持 補 修 費 2.3 14,127,282 14,127,282 2.4 教 育 費 84,672,222 8.1 14,709,661

- 

物 件 費 8.3 71,107,936 67,273,420 11.6 消 防 費 33,219,782 3.2 3,155,121

13.3 54,621,935 81,469,258

健 全 化
判断比率

実質赤字比率（％） -

29,782,762 連結実質赤字比率（％） -

68,971,331

7,797,638

（ 義 務 的 経 費 計 ） 55.4 361,127,334 356,509,193 61.4 土 木 費 139,520,356

20.2

一時借入金利子 0.0 1,866 1,866 0.0 商 工 費 89,803,379 8.6 2,945,964

1,346,460 0.1 186,506 1,204,288 公 債 費 負 担 比 率 （ ％ ） 19.0

- 138,897 実 質 収 支 比 率 （ ％ ） 1.1 0.3

2.3 22,060,101 22,060,101 3.8 農林水産業費

0.98                  

内

訳

元 利
償還金

11.4 101,917,379 98,834,840 17.0 労 働 費 139,363 0.0

67,572,820 6.4 909,257 55,391,457 財 政 力 指 数 0.99                   

198,036,258 標 準 財 政 規 模 561,311,913 551,685,973

公 債 費 13.7 123,979,346 120,896,807 20.8 衛 生 費

511,945,720

扶 助 費 26.4 97,142,445 97,135,831 16.7 民 生 費 400,842,842 38.3 5,406,891

54,138,343 5.2 938,689 44,754,836 標 準 税 収 入 額 529,209,522

1,706,788 基 準 財 政 需 要 額 411,245,164 395,310,390

う ち 職 員 給 10.4 92,517,717 - - 総 務 費

389,633,218

人 件 費 15.3 140,005,543 138,476,555 23.9 議 会 費 1,791,432 0.2 -

（Ａ）のうち普通建設事業費 （Ａ）の充当一般財源等 基 準 財 政 収 入 額 405,461,984

区 分 平成27年度（単位 千円） 平成26年度（単位 千円）

区 分 決 算 額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区 分 決 算 額 （ Ａ ） 構成比

歳 入 合 計 100.0 558,470,395 100.0

性 質 別 歳 出 の 状 況 （ 単 位 千 円 ・ ％ ） 目 的 別 歳 出 の 状 況 （ 単 位 千 円 ・ ％ ）

505,614,227 6,613,491
うち臨時財政対策債 2.1 -                       -

地 方 債 5.9 -                       - 旧 法 に よ る 税
うち減収補塡債(特例分) - -                       - 合 計

諸 収 入 11.2 301,770             0.1 法定外目的税 -

中 学 校 議 会 議 員 28.04.01

繰 越 金 0.6 -                       - 水利地益税等 そ の 他

小 学 校 議会副議長 28.04.01

繰 入 金 0.7 -                       - 都 市 計 画 税 43,402,175 -

常 備 消 防 議 会 議 長 28.04.01

寄 附 金 0.1 -                       - 事 業 所 税 15,779,379 -

火 葬 場 教 育 長 28.04.01

財 産 収 入 0.7 1,454,753           0.3 入 湯 税 - -

ご み 処 理 副 市 長 28.04.01

都 道 府 県 支 出 金 4.5 -                       - 法 定 目 的 税 59,181,554 -

し 尿 処 理 市 長 28.04.01
国 有 提 供 交 付 金
（ 特 別 区 財 調 交 付 金 ） 0.0 7,449                 0.0 目 的 税 59,181,554 -

定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料（報酬）月額（百円）

国 庫 支 出 金 15.2 -                       - 法定外普通税 - -

手 数 料 0.7 -                       - 特別土地保有税 - - 一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等

合 計 16,488 52,798,818

使 用 料 3.5 5,794,457           1.0 鉱 産 税 - -

臨 時 職 員 - -

分 担 金 ・ 負 担 金 0.7 -                       - 市町村たばこ税 18,178,907 -

教 員 公 務 員 1,243 4,639,863
交通安全対策特別交付金 0.1 915,690 0.2 軽 自 動 車 税 1,902,964 -

39.3 -
（ 一 般 財 源 計 ） 56.1 549,996,276 98.4

- うち技能労務員 2,462 8,269,858
震災復興特別交付税 0.0 -                       -

うち純固定資産税 198,693,405

6,613,491 う ち 消 防 職 員 2,317 7,152,579

特 別 交 付 税 0.1 -                       - 固 定 資 産 税 199,704,803

普 通 交 付 税 0.6 6,858,336 1.2 法 人 税 割 56,729,843

-

地 方 特 例 交 付 金 0.1

一 般 職 員 15,245 48,158,955地 方 交 付 税 0.7 6,858,336 1.2 法人均等割 11,149,849

1,221,054 0.2 所 得 割 155,128,761
区 分 職員数（人）

-

- (a)
給 料 月 額 （ 百 円 ）

(b)

一人当たり平均給料
月 額 （ 百 円 ）

実 質 単 年 度 収 支 -31,823 -21,888

軽油引取税交付金 1.3 13,457,388 2.4 個人均等割 3,637,546

積 立 金 取 崩 し 額 4,500,000 16,212
自動車取得税交付金 0.2 2,452,039 0.4 市 町 村 民 税 226,645,999 6,613,491

繰 上 償 還 金 -                                        -
特別地方消費税交付金 - -                     - 法 定 普 通 税 446,432,673 6,613,491

積 立 金 34,610 28,876
ゴルフ場利用税交付金 0.0 80,104 0.0 普 通 税 446,432,673 6,613,491

単 年 度 収 支 4,433,567 -34,552

地方消費税交付金 4.7 50,333,509 9.0 区 分 収入済額 超 過 課 税 分

株式等譲渡所得割交付金 0.3 3,066,360 0.6 市 町 村 税 の 状 況 （ 単 位 千 円 ・ ％ ） 指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

翌年度に繰越すべき財源 5,413,115 5,677,714

配 当 割 交 付 金 0.3 2,967,003 0.5 実 質 収 支 6,157,353 1,723,786

790,840 歳 入 歳 出 差 引 11,570,468 7,401,500

利 子 割 交 付 金 0.1 942,863 0.2 75.5 72.5

25.0 歳 出 総 額 1,046,937,269 1,047,391,598

地 方 譲 与 税 0.6 6,405,568 1.1
第 ３ 次

752,501

273,131

収

支

状

況

歳 入 総 額 1,058,507,737 1,054,793,098

地 方 税 47.8 462,212,052 82.8 24.3

区 分 構成比 経常一般財源等 構成比
第 ２ 次

242,070

2,568 3,114
区 分 平 成 27 年 度 （ 千 円 ） 平 成 26 年 度 （ 千 円 ）

歳 入 の 状 況 （ 単 位 千 円 ・ ％ ） 0.3 0.3
【 速 報 値 】 人　 口　 密　 度 増  減  率 0.4 0.3

第 １ 次

地 方 交 付 税 種 地 1-10２２ 年 国 調 １７ 年 国 調 　愛 知 県 名 古 屋 市
面　　　　　　　 積 27 . 1 .  1 2,260,440 2,194,944

2,201,678
区　分

産 業 構 造
都 道 府 県 名 団　　体　　名

市 町 村 類 型 政令指定都市
22年国調 23 1002平  成 27 年  度 人

口

27年国調
区 分 住民基本台帳人口 う ち 日 本 人

決   算   状   況 増  減  率 28 . 1 .  1 2,269,444

(%)


